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要旨 
日本では、子どもの相対的貧困率が上昇しているが、就学前の子どもの発達

に及ぼす影響は報告されていない。そこで、諸外国で行われた親の社会経済状

態(socioeconomic status; SES)と子どもの発達に関する研究に基づき、今後の課

題を探った。PubMed を利用し、主に先進国の原著論文の分析を行った。その

結果、①SES 指標に親の教育歴、所得、職業が多く用いられていた。②発達は、

「発達の遅れ」と「問題行動」に大別して報告されていた。③SES と発達の指

標は多様であったが、就学前であっても、SES が子どもの「発達の格差」や「問

題行動」に影響していた。④その関連に、親の抑うつ、育児ストレス、不適切

な養育態度、物的困窮、少ない育児資源などが複雑に関係していた。欧米の研

究は、「関連の強さ」から、「効果的な介入」を求める方向に向かっている。本

邦の研究課題は、①日本社会にふさわしい SES 指標の発見。②親の SES と子

どもの発達に関する調査、及び効果的な介入方法の検討である。 

 
キーワード 
社会経済状態、子どもの発達、総説 
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Ⅰ 緒言  
先進諸国では貧困を議論するとき、生存が脅かされる「絶対的貧困」ではな

く「相対的貧困」の概念が用いられている。「相対的貧困」とは、社会の中で生

活する際に、ほとんどの人が享受している「普通」の習慣や行為（日本の子ど

もの生活に置き換えれば、学校に行き、クラブ活動をし、友達と遊び、望めば

高校程度の教育を受けるなど）を行うことができない状態を示し、世帯所得の

中央値の 50％を貧困ラインと定義している 1)。平成 22 年国民生活基礎調査 2)

によると、日本の子どもの相対的貧困率は 14.6％で、母子・父子世帯になると

50.8％と半数を超えている。また、ユニセフ（2012）3)は、日本の子どもの相対

的貧困率は OECD に加盟している先進 20 か国中、米国、スペイン、イタリア

に次いでワースト４に位置付けられると報告している。 
貧困世帯に育った子どもは、適切な保健行動へのアクセスと選択の機会が制

限されるだけでなく、自身の健康管理のための認知発達が不十分で 4)、成人期の

保健行動と健康状態を規定する 5)など、その影響は生涯におよぶと考えられてい

る。阿部（2012）1)は、子ども時代の貧困状態は、将来の最終学歴、就業に影響

し、貧困の世代間連鎖を招き、社会経済上の不利益も大きい。子どもの貧困は、

子ども自身に責任がないので、社会がその不利益を小さくする責任があるとい

っている。  
一方、親の社会経済的な不利が、子どもの成長発達に、どの時期にどの程度

表れるのか、日本での報告がほとんどない 6)。そうした状況の中でも、貧困状態

にいる子どもの学力低下や虐待、医療受診の抑制などが現実のものであること

は、教育、福祉分野から報告されている 6, 7)。また、少年の非行や問題行動の多

くは、家庭の貧困に起因することが指摘されてきている 8)。 
そこで本総説では、諸外国で実施されている研究について現状を把握し、そ

の結果から、就学前の子どもの発達について、貧困を含む親の社会経済状態

（Socioeconomic status；以降 SES と省略する。）と発達の関連、その研究の動

向を概観し、今後の日本における研究課題を述べる。本稿で就学前の子どもに

対象を限定したのは、学童期や思春期の発達に関する SES の影響が、日本でも、

少ないながらも報告され、注目され始めているが、就学前については、報告が

非常に稀で、これからの研究課題や方向性を示すことが必要と考えたからであ

る。加えて、健康障害の予防を最優先課題とする公衆衛生上、乳幼児期は、現

行制度を利用することで比較的容易に広範囲の対象に介入でき、介入効果が大

きいと考えられるからである。 

 
Ⅱ 研究方法 

１．子どもの発達の定義 
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「成長」が、身長や体重のような形態の量的変化を示しているのに対し、「発

達」は、単純な状態から複雑な状態に構造や機能が変化する過程をいう 9)。乳幼

児期は、人生の中で最も著しく発達するのに加えて、特定の年月齢に特徴的な

変化をするので、評価時期によって発達の指標を変える必要がある。そのため、

発達の範囲を特定の構造や機能に限定せず、これまでの研究で SES との関連が

指摘されている運動機能、認知（あるいは知的）機能、言語機能、社会的機能

のいずれか、あるいは、それらの組み合わせとする。さらに、詳細は問題行動

の指標で後述するが、認知や社会的発達の逸脱として表れる問題行動を含める。

ただし SES が要因と考えられる疾病や障害に起因した二次的な問題行動は含め

ない。 
２．日本語による文献検索 
まず、日本語による検索では、2013 年 11 月、医学中央雑誌 Web 版と国内の

学術データベース CiNii を用いて、「社会経済要因（又は貧困）& 子ども」で検

索した。その結果、合わせて 42 件が抽出された。その中から疾病に関するもの、

福祉領域、学校教育制度に関するものを除外した。発達に関するものが 10 件あ

ったが、文献研究が 8 件、就学以降の学力に関するもの 2 件で、親の SES と子

どもの発達を直接測定したものは全くなかった。 
３．英語による文献検索 
2013 年 11 月、米国立医学図書文献検索 PubMed を用いて、検索語 ‘parental 

SES, Income or social class’ と  ‘pre-school children’s development, 
intelligence, mental health, behavior, or social skill’と ‘English or Japanese’ 
で検索を行い 523 件抽出された。そこで、観察研究でかつ途上国以外で実施さ

れたものを選ぶ目的で、 ‘intervention’と ‘developing country’で検索されたも

のを除外すると 260 件が残された。すべての抄録を読み、SES を独立変数、子

どもの発達を従属変数とした論文 61 件（レビュー論文 10 件含む）を選択した。

なお ‘Epidemiology’ を検索語に加えると、条件に合う論文数が 7 件と少なくな

ったため外して検索している。さらに、SES と子どもの発達に関する研究を概

観するとき、心理学、教育学、社会学等異なる学問領域からの視点に目を配る

必要があると考え、レビュー論文で紹介され、公衆衛生学的に重要と思われる

論文 3 件を別途追加した。最終的に、介入研究 2 件、調査時期や方法が明らか

ではないもの 4 件を除外し、入手できなかった 3 件を除いた 45 論文で分析を行

った。 
４．分析方法 
１）研究が実施された国や地域、出版時期、研究デザインを中心に分類した。

さらに SES の指標、子どもの発達指標と尺度、その関連を調べた研究の動向を

中心に概観することにした。 
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２）子どもの発達を評価するとき、連続する発達段階の順序性を基準とした

「発達が早い/遅い」という視点と発達の逸脱としての「問題行動」の二つの視

点で評価されることが多い。そこで、SES に起因する発達の遅れを、便宜上こ

こでは「発達格差」と表現する。実際に、「発達格差」と「問題行動」を同時に

調査した研究は Linver ら(2002)10)と Gershoff ら（2007）11)の 2 件で、残りの

研究は、全て「発達格差」あるいは、精神病理を含む「問題行動」のいずれか

のみを評価していた。そのため、SES との関連で「発達格差」と「問題行動」

をそれぞれ分けて分析する。 
３）SES と子どもの発達の関連を説明するとき議論となるのが、原因仮説と

選択仮説である。原因仮説は SES が低いことによって親の抑うつや不適切な養

育につながり、発達の問題が生じるとする立場である。一方の選択仮説は、親

本来の認知機能や社会適応の弱さが、低い SES と遺伝や教育的刺激の不足につ

ながり発達の問題が生じるとするものである 8)。横断研究は、ほぼ同時期に親の

SES と子どもの発達を調査するため、それらの関連の強さは評価できるが因果

の方向性が示せず、原因仮説と選択仮説のどちらが適合的なのか証明できない。

それに対してコーホート研究は、親の SES を子どもの発達調査に先行させて評

価しているため因果関係を説明でき、仮説を決定づけることができる。そこで

本稿では研究デザインで、横断研究とコーホート研究に分類した。 
４）解析方法で共分散構造分析（構造方程式モデリング；以降 SEM）と多変

量パス解析を用いた研究は、研究デザインとは別項にまとめた。その理由は、

横断研究やコーホート研究で主に用いられている重回帰分析やロジステック回

帰分析が、特定要因間のリスクの大きさを評価するのに対して、SEM 等は、複

数の要因間の作用・相互作用を構造化し、関連のメカニズムを図式化する目的

で使用される。これによって、要因間の影響を相対的に比較でき、対策を立案

する際、より効果的な介入ポイントを絞り込むことが可能になる。そのため、

横断研究やコーホート研究にかかわらず、まとめて分析することにした。 

 
Ⅲ 結果 

１．国や地域、出版時期、研究デザイン 
SES と「発達格差」の関連に関する研究は 31 件あった。その内訳は、横断研

究 15 件（表 1）、コーホート研究 12 件（表 2）、SEM 等が４件（表 3）であっ

た。「問題行動」に関する研究は全部で 14 件あり、横断研究 6 件（表 4）、コー

ホート研究 3 件（表 5）、SEM 等が 5 件（表 6）であった。発表時期に注目する

と、「発達格差」は、横断研究が 1990 年代から始まり 2000 年代前半に増加し、

コーホート研究は 2005 年以降増加している。「問題行動」は、今世紀に入って

から報告され始め、2005 年以降増加している。どちらの研究も 1 万人を超える
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大規模集団の研究結果が 2005 年以降に報告され始めており、SES が公衆衛生

上の重要な課題として研究者に認識され始めた時期であると考えられる。 
調査地域では、「発達格差」は、米国（13）が多く、次いで、カナダ、英国、

北欧（それぞれ 4）、中国と日本（それぞれ 2）、豪州、アイルランド、スペイン

（それぞれ 1）である。「問題行動」は、米国（5）、カナダとオランダ（それぞ

れ 3）、豪州（2）、英国（1）であった。検索の過程でヨーロッパ諸言語による研

究報告も複数件、散見され、欧米での研究が先行していることがわかる。 
２．SES の指標 
SES の指標は、「発達格差」研究では、親の教育歴（17）、世帯所得（15）、

職業（職位/雇用状態）（7）の順に多かった。一方、「問題行動」は、所得（10）、
教育歴（9）、職業（6）が用いられていた。教育歴、所得、職業の他に物的困窮

（不十分な食事、保健や医療へのアクセス数の少なさ、借金、狭すぎる住宅な

ど、実際の経済的困難さを所得とは別の側面で数値化した指標）（4）、家族形態

（母親の婚姻状態など）（3）、社会階級（2）、移民であるか（1）、あるいはそれ

らの組み合わせ（2）、さらには所属する地域の SES（6）を指標とした研究もあ

った。後述するが、初期の研究では、物的困窮を SES の代理（補足）指標とし

て使用されることもあったが、2000 年代後半以後の研究では、SES と発達の関

連における媒介要因と考えるようになっている。 
３．SES と「発達格差」 
１）「発達」の指標 
発達の指標として、言語発達が最も多く（17）、次いで認知/知的能力（7）、

発達全般（4）、運動発達（3）となっており、運動発達や心身両面の全体的な発

達評価は少なかった。言語発達は、年齢ごとに標準化された理解可能単語数（5）、
絵や写真の説明（4）、認知能力は、1~42 か月児の評価ができるベイリー（Bailey-
Ⅱ）と 5 歳以降には IQ 検査（WISC-Ⅲ/Ⅳ）がそれぞれ 3 件、その他、質的評

価や独自開発のツールの使用がみられた。それらは、単独あるいは複数の組み

合わせで使用されていた。発達全般を評価していたのは、日本での調査で、同

一集団を対象とした 9 か月時 12)と 18 か月時の研究 13)、及び SEM 分析をしてい

る二つの研究である 11, 14)。 
２）SES と「発達格差」との関連 
SES が乳幼児の「発達格差」に影響していると報告する研究は、横断研究 15

件中 13 件、コーホート研究 12 件中 10 件であった。影響が検出できないネガテ

ィブな結果となった研究は、相対的にサンプル数が 63 と小さい集団 15)、または、

生後 9 か月と 18 か月の比較的幼い時期に発達調査を行っていた 12, 13, 16)。運動

機能に注目した研究は 3 件あった。McPhillips ら（2007）17)は、アイルランド

の貧困地域と富裕地域の幼稚園・学校に通う児童を比較し、富裕地域の子ども
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たちの方が貧困地域の子どもたちよりも運動神経発達が早いことを報告してい

る。また、カナダの地域ベースの 1~3 歳児を対象とした研究（横断研究とコー

ホート研究の両方）で、低所得世帯の子どもに運動発達の遅れるリスクが高か

った 18, 19)。  
大規模調査を中心に「発達格差」を詳細に見ていくと、カナダの 1-5 歳の幼

稚園児 16,813 人を対象とした地域ベースの横断研究で、1-3 歳児では、低体重、

男児、移民の母をもつ子どもに運動と社会性の発達の遅れが観察され、4-5 歳児

になると母親の教育歴と言語発達遅れの関連が観察され、所得はどちらの年齢

層でも高いリスクとなっている 18)。同じ集団の 2 年後の追跡調査では、母親の

抑うつがそれらの発達を阻害する要因として追加されている 19)。Geoffroy ら 
(2012)20)は、カナダの保育施設を利用する 4-5 歳児 3,093 人を対象としたコーホ

ート研究の結果、低い SES 世帯の子どもは言語発達が遅いが、保育施設をフル

タイムで利用するとその影響が小さいことを報告している。また、英国の大規

模コーホート研究 the Millennium cohort study (MCS)のデータを利用した 5歳

児の認知機能は、３歳時の家族構造の不安定さよりも所得の方が大きく影響し、

貧困と認知発達の遅れは量反応関係にあることを報告している 21)。同じく MCS
のデータから、計画外妊娠は 3 歳児の認知発達遅滞のリスクを高くするが、そ

のリスクは高学歴の母親のみに観察され、低学歴の母では、SES の影響が大き

かった 22)。 
SEM を用いた分析に目を向けると、Hanscombe ら(2012)14)は、双胎児 8,715

組の生後 8 か月の SES と 2,3,4,7,9 歳時の知的能力の伸び（知的能力そのもので

はない）を評価した結果、知的能力の伸びに遺伝的影響はなく、環境と遺伝-環
境相互作用の影響が大きいことを発見している。これは発達に適切な環境が用

意されなければ、子どもの遺伝的能力が開花しないことを示唆している。残り

の SEM 等を用いた 3 件の研究（表３）を見ていくと、共通するのは、SES の

直接的影響と、複数の経路からなる間接的な影響である。Bornstein ら（1998）
23)は、横断研究で母親の属性（育児知識、言語能力、社交性など）が媒介され、

言語発達に関連していることを報告している。一方で、Linver ら（2002）10)は、

コーホート研究で、低い SES は子どもの認知機能に直接に影響するだけでなく、

育児ストレスや不適切な養育態度を介して間接的にも影響を与えていることを

報告している。Gershoff ら(2007)11)は、横断研究で、親の育児ストレスと養育

態度に加え、物的困窮と育児資源（家に子ども向けの本や玩具などが複数ある、

家族で動物園・美術館などに出かける頻度などを測定し、子どもの発達を促進

させる育児環境を数値化した指標。原語は parenting investment、直訳すると

育児投資だが、必ずしも利益目的ではなく子どもの発達のために時間や金銭を

使うことを意味しているので、育児資源と表現する。）の不足が子どもの発達に
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関係していることを報告している。 
４．SES と子どもの問題行動 
１）「問題行動」の指標 
問題行動の指標として、子どもの精神発達病理の有無 24)とメンタル・ヘルス

サービス利用の有無 25)を用いた研究以外は、数値化できる尺度を使用していた。

尺度の中でも親や保育者などが回答する質問票； the Child Behavioral 
Checklist (CBCL) が最も多く使われ、4 研究で使用されていた。一般に問題行

動は大きく二つに分けられる 8)。一つは、攻撃性や多動、不注意など外在化した

問題行動（外在的問題）で、もう一つは、抑うつ、不安、引きこもりなどの内

在化した問題行動（内在的問題）である。それらを分けて分析していた研究が 2
件 26, 27)あった。 

２）SES と子どもの問題行動との関連 
SES が問題行動に影響している研究は、横断研究 6 件のうち 5 件、コーホー

ト研究 3 件中 2 件であった。影響が認められなかったネガティブな結果となっ

た研究をみると、オランダのコーホート研究で、5 歳時の親の職業は、6-13 歳

までのメンタルヘルスサービスの利用に関連しない 25)であった。もう一つは、

カナダの横断研究で、子どもの問題行動は親の養育態度と関連しており、養育

行動で調整すると、所得と問題行動との関連が消失した 28)。しかし、オランダ

のコーホート研究で、養育態度は貧困状態によって変化することから問題行動

への媒介要因であることが明らかになった 27)。SES と問題行動に関連があった

と報告された横断研究（表 4）を見ていくと、SES との関連のみではなく、不

適切な養育態度 24, 29)、親の抑うつ状態 26, 30)、さらには地域の貧困 26, 31)との関

連が報告されている。MCSの3歳児9,736人のデータを用いたFlouriら（2010）
26)の研究は、地域の貧困は外在的問題に関連するが、内在的問題には関連しな

いことを報告している。 
コーホート研究（表 5）をみると、子どもの攻撃性に注目したカナダの研究

で、生後 5 か月時の低所得は 30 か月と 42 か月時の子どもの攻撃性を高くする

が、母親の非行/犯罪歴、若年での妊娠、妊娠中の喫煙、攻撃性に対するしつけ

の欠如、家族の問題が加わるとさらにリスクが高くなった 32)。Cote ら（2006）
33)は、カナダの 10 のコーホートデータ（対象は 6~11 歳の 10,658 人のデータ）

を結合した分析を行った。その結果、子どもの攻撃性は、半数以上が思春期前

までに減少するが、攻撃性が持続している 16.6％の子どもの家庭は、低所得、

親の低い学歴、不適切な養育態度と関連していた。以上のことから、子どもの

問題行動には、低い SES に伴う親の抑うつ、養育態度、地域の SES が影響し

ていることが明らかになっている。 
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続いて、SEM（表 6）で分析した SES と問題行動の関連メカニズムをみる

と、乳児期の貧困は、育児ストレスと養育態度を介して間接的に 3 歳児の問題

行動に影響する 10)。横断研究ではあるが、低所得は育児ストレスに加えて家庭

内の育児資源不足と物的困窮を介して、間接的に子どもの問題行動に関連する

11)。また、世代間の影響を調査した Martin ら（2010）34)のコーホート研究は、

問題行動の世代間連鎖に SES によって起因する育児資源不足と家族ストレスが

介在していることを指摘している。子どもの問題行動における父親の役割に注

目した Herbert ら（2013）35)のコーホート研究は、3 歳時の SES は、3 年後の

子どもの認知能力と社会的スキルに影響するが、媒介要因として最も影響が大

きかったのは、父親の抑うつと怠惰であると報告している。さらに、オランダ

のコーホート調査では、問題行動を外在的問題と内在的問題に分け、その媒介

変数を分析している。その結果、SES は、内在的問題に直接影響するのに加え

て、母親の抑うつを介して育児ストレスと養育態度に影響し、最終的に外在的・

内在的問題の双方に影響する。しかし育児資源は内在的問題にのみ影響する 36)。 

           
Ⅳ 考察・まとめ 
ここまで SES と子どもの発達に関する研究を概観してきた。まず、SES を評

価するとき、どのような指標を用いるかで結果が異なる可能性がある。Bradley
ら（2002）37)は、SES の指標として、親の所得、教育歴、職業を用いることに

大方のコンセンサスは得られているが、これらのどれが、あるいはどのような

組み合わせが子どもの発達の予測因子となるかは文化的背景によって異なるこ

とを指摘している。SES と周産期異常（低体重や早産など）のリスクとの関連

をレビューした Blumenshine ら（2010）38)は、欧州では米国と異なり、所得を

SES 指標に用いても社会保障政策による天井効果がみられるため、教育歴や社

会階層、職種/職位を指標とする傾向を指摘している。今回の子どもの発達をア

ウトカムとした研究では、SES 指標に所得、教育歴、職業/職位が用いられるこ

とが多かったが、大きな地域差は見られなかった。 
子どもの発達指標では、言語発達が多く用いられていたが、運動機能、認知

機能、社会的機能など、子どもの発達をそれぞれ独自の視点で評価していた。

変化が著しい乳幼児期の子どもの発達に適合する、可能な限り標準化された、

あるいはまったく新しいツールを選択しながらの研究であることの反映と考え

られる。発達指標によっては、最適な SES 指標が異なる可能性も考えられ、SES
と子どもの発達を調査するときには、妥当性のある複数の尺度を用いたデータ

収集が必要である。 
研究を概観すると、SES 指標や発達指標の組み合わせが多様であるにも関わ

らず、乳幼児期であっても SES が「発達格差」や「問題行動」に影響している
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ことを証明する報告が欧米で蓄積されてきている。さらに、その「発達格差」

や「問題行動」が学童期、思春期、成人期まで持続し、社会経済に与える影響

を危惧する研究も報告されつつある 4, 34)。その関連は複雑であるが、親の抑う

つ、育児ストレス、養育態度、物的困窮、育児資源が重要な媒介要因と考えら

れている。 
これまでの研究で明らかになったことを基にモデル図を作成した。図 1-a に

示したように、SES は「発達格差」に直接に影響すると同時に育児ストレスや

物的困窮を介し養育態度に影響する。さらに、養育態度は育児資源の不足とと

もに「発達格差」を拡大させる。図 1-b では、SES と「問題行動」との関係を

モデル化したものである。SES は直接に問題行動に影響する。SES は母親の抑

うつを介して養育態度、育児ストレスに影響し、加えて、父親の抑うつと育児

資源の不足を介して間接的に影響する。しかし、これらのモデル図は欧米の研

究結果から作成したもので、文化的背景が異なる日本に当てはまるかは不明で、

日本国内の研究で検証する必要がある。 
欧米の研究は、SES と発達の「関連の強さ」から、「どこに介入するのが最

も効果的なのか」を探る研究に深化しているように見える。カナダの研究結果

からわかるように、低い SES 世帯の乳児期のフルタイム保育が言語発達によい

影響を与えている 20)ことの発見はそのひとつである。SEM 等を用いた分析は、

複数の関連を相対的に比較することで、発達格差や問題行動の縮小に効果的な

介入方法、例えば、経済支援と子育て支援のどちらが効果的であるのかを検討

するのに有効である。前述したように、オランダの研究は、低い SES 世帯の子

どもの問題行動予防には、産後うつ対策が有効であることを示唆している 27)。

さらに、子どもの発達に地域のSESが影響している報告が7件中6件であった。

このことは、子どもの「発達格差」や「問題行動」の予防に、個人レベルのみ

ならず、地域レベルの取り組みの必要性を示唆している。日本に目を向けると、

SES は 9 か月と 18 か月の子どもの発達に関連していなかった。この調査は、結

果的に対象者の SES が一般集団から偏っていた集団であったことが報告 12, 13)

されており、今後はより幅広い SES が含まれる集団を対象に研究を行っていく

必要がある。日本の現状では、乳幼児健診で発見される発達格差や問題行動の

徴候は、神経発達病理の側面から評価され、養育者への指導は行われても SES
に注目した介入は行われていないように思われる。まずは介入の是非を判断で

きるように、親の SES を背景とした子どもの発達調査を行う必要がある。なに

よりも、SES の指標が文化的背景によって異なる 37)のであれば、日本社会に当

てはまりの良い指標の発見も必要である。いずれにしても、日本の子どもの相

対的貧困率は上昇傾向にあり、効果的で有効な対策を立てるための基礎的なデ

ータの蓄積を急ぐと同時に、効果的な介入時期、介入方法も明らかにしていか
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なければならない。 
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表１ 社会経済状態と子どもの発達格差（横断研究） 

著者名  

年 国 

研究目的 対象者 SES 指標 発達指標・尺度 結果 

Dunn 39) 

1991 米国 

子どもの発達に影響する家族要因

を評価する。 

7-12 か月児 40 人 SES 言語発達 

知的能力 

SES は母子の会話の長さに関連。SES と養育時間は、子どもの IQ に

関連。低い SES 世帯は養育にかける時間と労力が小さい。 

Stromm 40) 

2000 ﾉﾙｳｪｲ 

SES と子どもの IQ、精神発達遅滞

との関連を検討する。 

IQ≦70 の 0-14 歳児 143 人 教育 精 神 発 達 遅 滞

（MR）の程度 

軽度の MR は低い SES と関連。重度の MR は世帯の SES が高い。 

Shatz 41)  

2003 米国  

子どもの信念発達は母語と SES に

よって異なるのか検討する。 

英語とｽﾍﾟｲﾝ語のいずれかが母語の

3-4 歳児 50 人 

職位 他者理解、 

誤信念課題 

母語の違いよりも SES の違いが結果に大きく関連。 

To 18) 

2004 ｶﾅﾀﾞ 

幼稚園児の発達に影響するそれぞ

れの SES 要因を評価する。 

ｶﾅﾀﾞの地域ﾍﾞｰｽで無作為抽出した 1-5

歳児 16,813 人 

所得、教育、

就労、移民 

1-3 歳児；運動・

社会性発達、4-5

歳児；言語発達 

1-3 歳児の発達遅れは低体重児、男児、移民の母で高いﾘｽｸ。4-5 歳児は、

移民の母、低い教育歴と関連。低所得は、どの年齢層でも有意に高いﾘ

ｽｸに関連。 

Howe42) 

2004 米国・ｶﾅﾀﾞ

子どもの誤った記憶は、SES や虐待

の経験で異なるのか検討する。 

5-12 歳の平均的 SES 60 人、低い

SES+虐待経験なし 51 人、低い SES+

経験あり 48 人 

所得 記憶 年齢と共に誤った記憶は減り正確な記憶が増加する。被虐待児はどちら

の記憶も増加。SES とｽﾄﾚｽは、異なる記憶発達に関連する。 

Berglund16) 

2005 ｽｳｪｰﾃﾞﾝ 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙは性差、出生順位、養

育、SES の違いに影響されるのかを

検討する。 

ﾁｬｲﾙﾄﾞｹｱｾﾝﾀｰ利用の生後 499-664 日

目の幼児 614 人 

職業 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙは、女児と第１子に有意に高い能力を示すが、SES と養

育は関連がなかった。 

Hoff 43) 

2005 中国/米国 

母親の教育歴と子どもの言語発達

の関連に文化的背景の違いがある

か検討する。 

中国；生後 24-47 か月の男児 361 人、

女児 301 人。米国；16-30 か月の男女

児 63 人 

教育 言語発達 両国とも似た結果。高い SES 世帯では、会話と語い数が多い。子ども

の語い数は、SES に関連するが、文法は関連しない。 

Qi44) 

2006 米国 

低所得の他に言語発達に影響する

SES 要因があるのか検討する。 

発達遅滞のない 36-54 か月のｱﾌﾘｶ系

男児 255 人、女児 301 人 

教育、所得 言語発達 低所得、親の低い教育歴は、子どもの言語発達を平均よりも遅くする。 
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Barbarin 45) 

2006 米国 

SES と子どもの発達の関連に親や

家族の機能、地域の質が影響してい

るのか検討。 

層化無作為抽出した 937 幼稚園から

男女2人ずつを無作為抽出した4歳児

501 人 

所得、婚姻、

地域の質 

言語発達、書字、

計算、色の判別 

経済的に豊かな子どもは言語や計算ｽｷﾙが高い。地域の質は言語発達に、

母親の婚姻状態は計算ｽｷﾙと関連。 

McPhillips17) 

2007 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ 

SES は子どもの運動発達に影響す

るのか検討する。 

貧困地域、富裕地域から無作為抽出し

た幼稚園・学校の 4-5 歳児 239 人、6-7

歳児 276 人 

地域の SES 運動発達、 

言語発達 

貧困地域の子ども達は、男女とも、いずれの年齢でも、語い読解力、運

動神経発達の遅れが観察された。 

Horton-Ikard46) 

2007 米国 

ｱﾌﾘｶ系の子どもの言語発達に SES

が影響しているのか検討する。 

SES の異なる 30-40 か月児 45 人 教育、職業 言語発達、 

言語獲得能力 

低い SES 世帯の子どもは、言語の使い方、語い数ともに低い得点だが、

新規の語い獲得能力に差はなかった。 

Lopea-Escribano 

47) 2009 ｽﾍﾟｲﾝ 

地域の SES と文化的背景は、子ど

もの読解力に影響を与えるか検討

する。 

労働者階級地区に住む5-9歳児ｺｰｶｼｱﾝ

77 人、ﾗﾃﾝ系 48、ｼﾞﾌﾟｼｰ 30 人 

地域の SES 言語発達 ｼﾞﾌﾟｼｰとﾗﾃﾝ系は読解力得点が低い。地域の SES の関連は限定的で、言

語機能の文化価値の違いが重要。 

Cheng12) 

2009 日本 

9 か月児の発達に影響する家庭環

境、母親の要因を評価する。 

西日本在住の 9 か月児 284 人 教育、所得 発達全般 子どもの発達には、夫婦の協力、在胎週数、女児、刺激が有利。SES

との関連はなかった。 

Zheng48) 

2012 中国 

社会階層によって精神発達遅滞(ID)

リスクに違いがあるのか検討する。

5964 地区（全国の 20％）の 0-6 歳児；

正常群 105,446 人、軽度 ID 686 人、

重度 ID 622 人 

所得（6 分位） 知的発達 男児、35 歳以上の出産、低い母親の教育歴、低所得、農村在住で ID リ

スクが高くなる。 

Letts49) 

2013 英国 

母親の教育歴、地域 SES の子ども

への発達影響を評価する。 

4 つの地域に居住する 2-7 歳の男児

626 人、女児 640 人 

教育、 

地域の SES  

言語発達 子どもの年齢が小さいほど、母親の教育歴が子どもの言語発達に大きく

影響。SES の低い地域に住むことは、発語や言語表現の遅れと関連す

るが、言語理解は関連しない。 
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表２ 社会経済状態と子どもの発達格差（コーホート研究） 

著者名  

年 国 

研究目的 対象者 SES 指標 発達指標・尺度 結果 

Landry 50) 

1997 米国 

子どもの認知・社会的発達における

誕生時のﾘｽｸと SES によるﾘｽｸを評

価する。 

生後 6,12,24 か月時のﾃﾞｰﾀのある低体

重児 79 人、標準体重児 49 人 

教育 言語、認知、社会

性 

SES が高いほど、子どもの認知能力と社会的発達が早い。しかし、

SES 以上に低体重が発達の遅れに影響する。 

Hoff 15) 

2003 米国 

SES と子どもの言語発達との関連

に母親の言語能力が媒介している

のか検討する。 

10 週間追跡できた 16-30 か月の男女

児 63 人 

教育 言葉発達とその変

化 

高い SES の母親は、注意以外の発語が多く会話文が長い。多変量解

析の結果、母親の言語能力は子どもの語い数に影響する。SES は、言

語発達に影響がなかった。 

To 19) 

2004 ｶﾅﾀﾞ 

子どもの発達に SES と家庭環境が

影響しているのか評価する。 

ｶﾅﾀﾞの地域ﾍﾞｰｽで無作為抽出した 1-5

歳児 16,813 人 

所得、教育、

就労 

1-3 歳児；運動・社

会性発達、4-5 歳

児；言語発達 

２年間の追跡で、発達の遅れは 4.6％。1-3 歳児では、母の抑うつ、性、

移民が高いﾘｽｸ、4-5 歳児は、母の抑うつ、低所得、母の教育で高いﾘ

ｽｸとなる。 

Mannerkoski 

51)  

2007 ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ 

SES は特殊教育のリスクとなるか

検討する。 

特殊教育利用生徒 900 人と居住地・年

齢でﾏｯﾁﾝｸﾞしたｺｰﾎｰﾄ内対照群 301 人

社会階層（5

分位） 

IQ ﾃｽﾄ 低い SES は、特殊教育リスクを増加させる 

Tong52) 

2007 豪州 

社会階層、母親の IQ、家庭環境は、

子どもの認知発達に影響するか検

討する。 

2 歳までのﾃﾞｰﾀがある 601 人を 4 歳,7

歳,11 歳,13 歳に評価(それぞれ 548、

494、375 人） 

父親の職位 認知発達 父親の職位、養育環境、母親の IQ は、子どもの認知発達と量反応関

係。多変量線形解析の結果でも、これらの関連に変化はなかった。 

Huttenlocher 

53)   2010 米国

異なる SES 世帯での子どもの言語

発達における養育者の役割を検討

する。 

人口構成にﾏｯﾁﾝｸﾞさせたﾍﾞｰｽﾗｲﾝ生後

14 か月児 47 人（46 か月まで 2 か月ご

とに評価） 

所得 言語発達 SES は言語発達に関連し、養育者の語りかけの多さが部分的に媒介す

る。 

Cheng 13) 

2010 日本 

9 か月から 18 か月までの子どもの

発達に影響する家族要因を検討す

西日本在住の 9 か月時のﾃﾞｰﾀが得られ

た 18 か月児 270 人 

教育、所得 発達全般 女児と兄弟数は発達に有利に影響し、低体重は負の影響。SES と発達

の関連はなかった 
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る。 

Rowe 54) 

2012 米国 

SES と親の会話による子どもへの

言語発達影響を評価する。 

生後 14 か月の男児 32 人、女児 30 人

を 32 か月間追跡 

教育、所得 言語発達 SES は言語発達の伸びに影響する。この伸びは、母親の子どもへの会

話と互いに独立である。 

Schoon21) 

2012 英国 

貧困と家族の不安定さは子どもの

認知発達に影響するのか評価する。

Millennium cohort study から 3 歳と

5 歳のﾃﾞｰﾀ連結が可能な 8,874 人 

貧困、家族の

変遷 

認知発達 家族の不安定さよりも貧困が子どもの認知発達に悪い影響を与える。 

Geoffroy20)  

2012 ｶﾅﾀﾞ 

SES と言語理解の関連に乳児期の

保育が関連しているのか検討する。

乳児期ﾃﾞｰﾀがある 4-5 歳児 3093 人 教育、職業、

所得の合成 

言語発達 低い SES は、言語発達と関連。ﾌﾙﾀｲﾑの保育利用は、低い SES 世帯

の子どもに良い影響を与えるが、標準的な SES 世帯では関連がみら

れない 

Rijaarsdam36) 

2013 ｵﾗﾝﾀﾞ 

SES と子どもの発達との関連に養

育環境が影響するのか検討する。 

出生ｺｰﾎｰﾄに参加する2.5歳児2,711人 妊娠中の所得 言語発達 学習環境の乏しさは言語発達に影響する。SES の影響は環境要因で調

整すると小さくなる。 

De la Roche- 

brochard22) 

2013 英国  

計画外の妊娠は 3 歳児の認知能力

の遅れのﾘｽｸとなるか検討 

Millennium cohort study から 9 か月

と 3 歳調査ができた 14,898 人 

教育 認知発達 計画外妊娠で生まれた子どもの認知発達の遅れるﾘｽｸは高い。交絡因

子で調整すると、高学歴の母親ほどその関連が強いが、低い教育歴は、

計画妊娠であってもより高いﾘｽｸ。 
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表 3 社会経済状態と子どもの発達格差（共分散構造モデリング、パス解析による分析） 

著者名  

年 国 

研究目的 対象者 SES 指標 発達指標 研究ﾃﾞｻﾞｲﾝ/構造

変数 

結果 

Bornstein 

23)  

1998 米国 

SES と子どもの言語能力の関連に

母親の言語能力と属性がどのよう

に影響しているのか検討する。 

1.8-3 歳の男児 70 人、

女児 61 人 

教育、職業 言語発達 横断 /母親の言語

能力、育児態度、

発達の知識、社交

性 

SES は、子どもの語い数に直接に関連。母親の言語能力は、SES と子

どもの語い数に直接に関連し、発達の知識を介して間接的にも影響。子

どもの語い数は、母親の社交性と相互作用し、子どもの言語能力に影響。

育児態度は、母親の社交性の経路と直接的に子どもの言語能力に影響す

る。 

Linver 10) 

2002 米国 

所得と子どもの発達との関連に母

親のｽﾄﾚｽ、養育態度、認知刺激が媒

介することを検証する。 

周産期異常と発達の

遅れがない 3 歳児 493

人 

２歳時の所得 認知機能 ｺｰﾎｰﾄ/親のｽﾄﾚｽ、

家庭環境、育養育

態度 

家族の貧困は、直接に子どもの認知発達に影響する。 

Gershoff 11) 

2007 米国 

子どもの認知、社会的情動反応の予

測因子として親のｽﾄﾚｽ、養育態度、

育児資源を伴う所得と物的困窮の

関連を評価する。 

全米から層化抽出し

た 944 幼稚園に通う

園児 21,260 人 

教育、職業、所得 発達全般 横断/育児資源、物

的不足、養育態

度、育児ｽﾄﾚｽ 

低所得は、物的困窮、育児資源、育児ｽﾄﾚｽを介して、養育態度を経由し

子どもの認知機能と社会適応に影響する。 

Hanscombe 

14)  

2012 英国 

遺伝-環境相互作用における知的能

力は SES によって異なるのか検討

する。 

出生ｺｰﾎｰﾄから、DNA

情報の得られた 8,715

組の双胎 

教育、職業、所得

(生後 8 か月、7 歳

時) 

発達全般

(2,3,4,7,9

歳) 

ｺｰﾎｰﾄ/遺伝要因、

環境、環境相互作

用 

低い SES で知的能力の分散が大きい。知的能力の伸びは、遺伝影響が

ほとんどなく、環境と環境相互作用の媒介による。 
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表４ 社会経済状態と子どもの問題行動（横断研究） 

著者名  

年 国 

研究目的 対象者 SES 指標 問題行動指標・尺

度 

結果 

Kalff 31) 

2001 ｵﾗﾝﾀﾞ 

SES と問題行動との関連に地域の

SES が影響を与えるか検討する。

ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽの健康調査から 5-7 歳

時の 1,417 人/734 家族 

職業、教育、 

地域 SES 

CBCL 職業、婚姻状態、地域の SES、教育歴の順に問題行動との関連が強

い。地域 SES は、親の SES で調整しても問題行動と有意な関連。 

Dwyer 29) 

2003 豪州 

子どものﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ問題と家族要因

の関連を評価する。 

富裕ではない地域の 27 幼稚園に通う

4-8 歳児 1,022 人 

職業、教育、

所得、経済的

困窮 

CBCL≧60 SES と親のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽは子どもの深刻なﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽと関連。家族内葛藤と

養育態度は、ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに関連。 

Blanchard 24) 

2006 米国 

子どもの発達、情緒、行動の問題

に関する家族特性を明らかにす

る。 

全米から層化抽出した 0-17 歳の子ど

も 102,353人（うち 5 歳以下は 32.7%）

教育、所得、

職業 

ADHD,問題行動、

発達遅滞など 

子どもの発達行動や情緒の問題は、失業世帯に多く、少ないケア頻

度、少ない親子接触、悪い親子関係と関連。 

Dooley 28) 

2006 ｶﾅﾀﾞ 

所得と子どもの問題行動に親の養

育態度が媒介しているかを検証す

る。 

7,609 家族の 4-11 歳児 11,474 人 所得 BPI 養育態度の影響を除くと所得は問題行動に関連しないが、養育態度

は、所得から独立に問題行動に関連する。 

Davis 30) 

2010 豪州 

子どものﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに影響する SES

要因を明らかにする。 

無作為抽出された 4-5 歳時 3,245 人 教育、所得、

職業 

SDQ 子どものﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに親の教育と収入が最も関連。 

Flouri 26) 

2010 英国 

貧困地域の子どもの問題行動は認

知能力の違いが影響しているのか

検証する。 

Millennium cohort study から 3 歳児

9,736 人のﾃﾞｰﾀ利用 

地域の貧困、

母親の社会階

層と貧困 

SDQ 地域の貧困は、子ども同士の社交性、家族の貧困、親の経済状態、

子どもの外在的問題に影響するが、内在的問題は親のﾒﾝﾀﾙﾍｽのみが

媒介する。子ども同士の社交性は、親や子どもの属性から独立に影

響し、言語能力ではなく認知能力が媒介する。 

CBCL; the Children Behavioral Check-List, BPI; the Behavior Problem Index, SDQ; the Strengths and Difficulties Questionnaire の略 
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表５ 社会経済状態と子どもの問題行動（コーホート研究） 

著者名 年 

国 

研究目的 対象者 SES 指標 問題行動指標・尺

度 

結果 

Tremblay 32) 

2005 ｶﾅﾀﾞ 

子どもの攻撃性を高くする家族要

因を明らかにする。 

生後 5 か月から、17 か月、30 か月、

42 か月の全ての訪問調査ができた

504 人 

所得、教育 攻撃性 低い所得は 30 か月時、42 か月時に子どもの攻撃性を高くする。母親

の非行歴、若年の妊娠、妊娠中の喫煙、攻撃性に対するしつけの欠如、

家庭内の問題によってさらに高くなる。 

Gunther 25) 

2005 ｵﾗﾝﾀﾞ 

SESと子どものﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽに影響する

要因を検証する。 

ﾎﾟﾋﾟｭﾚｰｼｮﾝﾍﾞｰｽの出生ｺｰﾎｰﾄﾃﾞｰﾀか

ら、6-13 歳のﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ既往児 80 人と

性、生年月でﾏｯﾁﾝｸﾞした健常児 320

人 

子どもが 5 歳

の時の親の職

業 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽｻｰﾋﾞｽの利

用 

無職の親から生まれる子どもの体重は小さい。体重が小さい子ほどﾒ

ﾝﾀﾙﾍﾙｽｻｰﾋﾞｽを受けるﾘｽｸは高くなる。しかし、無職の親と子どものｻ

ｰﾋﾞｽ利用には関連がなかった。 

Cote 33) 

2006 ｶﾅﾀﾞ 

子どもの攻撃性の年齢変化と逸脱

が持続するﾘｽｸ要因を評価する。 

6 歳過ぎまで追跡した 10 の国内ｺｰﾎｰ

ﾄﾃﾞｰﾀから抽出した 2-11 歳児 10,658

人 

教育、所得、家

族形態 

子どもの暴力頻度 約半数の子どもは、思春期前までに攻撃性は減少するが、16.6％の子

どもは、攻撃性を頑固に持続。攻撃性の持続は、男児、低所得、低い

母親の教育歴、冷淡な育児で高いﾘｽｸとなる。 
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表６ 社会経済状態と子どもの問題行動（共分散構造モデリング（SEM）、パス解析による分析） 

著者人 年 国 研究目的 対象者 SES 尺度 問題行動指

標・尺度 

研究ﾃﾞｻﾞｲﾝ/構造

変数 

結果 

Linver 10) 

2002 米国 

所得と子どもの発達との関連に

母親のｽﾄﾚｽ、養育態度、認知刺激

が媒介することを検証する。 

周産期異常と発達の遅れが

ない 3 歳児 493 人 

２歳時の所

得 

認知機能 ｺｰﾎｰﾄ/親のｽﾄﾚｽ、

家庭環境、養育態

度 

貧困は、家庭環境（育児ｽﾄﾚｽ、厳しすぎる養育態度）を経由し間接

的に子どもの行動に影響する。 

Gershoff 11) 

2007 米国 

子どもの問題行動の予測因子と

して所得と親のｽﾄﾚｽ、養育態度、

育児資源、物的困窮の影響を評価

する。 

全米の 944 幼稚園に通う園

児 21,260 人 

教育、職業、

所得、物的困

窮、地域の

SES 

SRS （ 社 会

性、自己制

御、問題行

動） 

横断/ 育児資源、

物的困窮、養育態

度、育児ｽﾄﾚｽ 

所得は、物的困窮、育児ｽﾄﾚｽと養育態度を介し子どもの問題行動に

影響する。 

Martin 34) 

2010 米国 

世代間にわたる問題行動に SES

の影響を検討する。 

思春期に調査を受け、18 か

月以上の子どもを持つ親子

271 組 

所得、教育 CBCL ｺｰﾎｰﾄ/家族ｽﾄﾚｽ、

育児資源 

親の SES は、物心両面での育児資源に影響。親世代の SES は、家

族内ｽﾄﾚｽ、育児資源を介して次世代の問題行動を予測する。 

Herbert 35) 

2013 米国 

問題行動のある子どもの情緒発

達と学習機能獲得における父親

の役割を検討する。 

3 歳時に問題行動のあった

児とその父親 128 組 

教育、収入 BASC―PRS ｺｰﾎｰﾄ/父親の教育

態度 

SES は子どもの認知と社会的ｽｷﾙに影響。3 年後の外在的問題、内

在的問題、認知のゆがみ、社会的ｽｷﾙに最も影響していたのは父親の

抑うつ。父親の抑うつと怠惰がこの関連の媒介となる。 

Rijlaarsdam27) 

2013 ｵﾗﾝﾀﾞ 

貧困が子どもの問題行動に影響

するメカニズムを解明する。 

出生ｺｰﾎｰﾄに登録され、3 か

月、6 か月、18 か月時のﾃﾞ

ｰﾀのある 36か月児 2,169人

胎児期の所

得 

CBCL ｺｰﾎｰﾄ /母の抑う

つ、養育態度、育

児ｽﾄﾚｽ、教育投資

貧困は、母親の抑うつを介して、養育態度、育児ｽﾄﾚｽ、内在的問題

と外在的問題に影響。家庭内投資の不足は、内在的問題に影響する。 

SRS; the Social Rating Scale, CBCL; the Children Behavioral Check-List, BASC-PRS; Behavior Assessment System for Children-Parent Report Scale の略 
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Bornstein ら(1998) 23), Linver ら(2002)10), Gershoff ら(2007 ) 11)を基に筆者らが作成              

 

図 1-a SES と発達格差の関連モデル図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Linver ら(2002) 10), Martin ら(2010) 34), Herbert ら(2013) 35), Rijlaasdam ら(2013) 27)を基に筆

者らが作成 

 

図 1-b SES と問題行動の関連モデル図 
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